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１．科学技術トピックス 
以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査員の投稿（4月号は 3月 16日より 4月 6日まで）
を「科学技術トピックス」としてまとめたものです。センターが関連する複数の投稿をまとめ、また必要な情
報を付加して独自に編集するため、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。ただし、投稿をそのま
ま掲載する場合は、投稿者のご了解を得て、記名により掲載しています。 
 
1.1 ライフサイエンス分野 
 
（１）ヒトゲノム解読におけるヒト遺伝子総数 
ネイチャー（2 月 15 日号）とサイエンス（2 月 16
日号）にヒトゲノムを解読したことが報告された。 
これに対し報道は、主にヒト遺伝子の総数（約 3
万～4 万個）を強調するものが多い。しかし、これ
ら解析における遺伝子探索・同定法の限界につ
いては報道しておらず、原著論文の内容を正確
に伝えているとは言えない。 
原著論文では、まず次の前提が明確化されて
いる。ヒト EST①配列を解析し、遺伝子総数を推定
した研究では、使用したヒトESTのデータベース②
の中で出現頻度 1の singleton ESTは排除してい
る。つまり、発現頻度が低く、進化速度の高い遺
伝子群は考慮していない。一例を挙げれば、使
用したヒト EST、160 万配列のうち 34 万配列は
singleton EST であり、排除されている。しかし、こ
のうち何割かは必ず本物の遺伝子であり、遺伝子
総数はさらに加算されるはずである。 
また、ヒトドラフトゲノム配列を解析し、遺伝子を
探索・同定した第１次結果も 3～4 万を現時点の
総遺伝子数とはしているが、同定に使用した条件
は既存遺伝子・蛋白質配列との明確な相同性な
どかなり厳しいものである。ドラフト配列がまだ多く
のエラーを含む不完全な現状を考えると、そうした
厳しい閾値により見落とされている遺伝子もあるだ
ろう。ヒトゲノムは、今解析の端緒についたばかり
であり、今後まだまだ大掛かり、かつ詳細な研究
が必要である。現段階で総遺伝子数を断定する
のは時期尚早である。 
（理化学研究所 林﨑良英氏の報告より） 
 
（２）ウイルスまたは細菌に対するメモリーキラー
T細胞は非リンパ組織にも存在 
2001 年 3 月 23 日発行の Science（Vol.291, 
Page 2413-2417）に掲載された論文「Preferential 
Localization of Effector Memory Cells in 
Nonlymphoid Tissue」を紹介する。 
ウイルスまたは細菌感染後の宿主体内におい
て、感染細胞に反応するメモリー細胞③型のキラ
ーT 細胞④が、通常分布するリンパ組織（リンパ節、
脾臓など）以外の、肺、肝臓、小腸、腎臓などの広
範な非リンパ組織にも見いだされた。リンパ組織
中のメモリーキラーT 細胞は、感染細胞を殺傷す
るために再度ウイルスなどによる刺激を必要とす
るため、応答に時間がかかる。一方、今回見出さ
れた、非リンパ組織に分布するメモリーキラーT 細
胞は、ウイルスなどの刺激無しで感染細胞を傷害
でき、迅速に対応できる。生体はメモリーキラーT
細胞を体内の至る所に分布させ、感染防御を効
率的に行っていると考えられる。 
効果的なワクチン療法のキーとなるメモリーキラ
ーT 細胞の解析は、これまでリンパ組織を中心に
行われてきた。本論文は、非リンパ組織における
メモリーキラーT 細胞の分布や機能をも今後その
解析に加える必要があることを提起しており、ワク
チン開発に重要な報告である。 
（千葉大大学院医学研究院 谷口克氏の報告より） 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①EST 
expressed sequence tag発現配列タグ  ゲノム解析手
法は、相補的(complementary)DNA を断片化し、その塩基
配列を読み取っていくものである。EST は、この cDNA の
解析から得られた短い塩基配列のこと。cDNA は細胞内
で発現された遺伝子の塩基配列を表し、EST は、遺伝子
の塩基配列に到達する迅速な手段だと考えられている。 
 
②ヒト ESTのデータベース 
米国 NCBI が作成している EST のデータベースである
dbESTなどがある。 
 
③メモリー細胞 
免疫記憶細胞で、一度生体に侵入した病原体を長期に
わたって記憶し、同じ病原体が侵入すると直ちに反応して、
攻撃するため病原体を排除できる。 
 
④キラーT細胞（CD8陽性 T細胞） 
免疫応答に関与する T 細胞のひとつ。がん細胞やウイ
ルスに感染した細胞を傷害する働きを持つ。 
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1.2 情報通信分野 
 
（１）カーボンナノチューブを用いたトランジスタ 
2001 年 3 月のＡＰＳ（米物理学会）学術会合に
おいて IBMのグループは、カーボンナノチューブ①
を用いたトランジスタについて、FET特性を向上し
たと報告した。 
カーボンナノチューブを用いたアクティブデバ
イスの研究は 1995 年頃から始まり、1998 年に
Delft 大と IBM から最初のトランジスタが報告され
た。しかしこれまで報告されたトランジスタの特性
は、シリコントランジスタに比べ非常に低かった。こ
れはナノチューブと電極間のコンタクト抵抗の大き
さが原因の一つであると推測されている。 
今回発表されたデバイスは、ゲート絶縁膜を形
成したシリコン基板上にソース・ドレーン電極を形
成後、ナノチューブを置く、従来と同様の構造で
ある。電極とチューブの間は金属カーバイドを形
成し、コンタクト抵抗を低減している（この方法は
Y.Zhang らが 1999年に報告している）。 
ナノチューブをｐ型半導体としたｐチャネルトラ
ンジスタでは、ゲート電圧を印加した状態での正
孔数は9x106cm-1で、炭素原子250個に一個の正
孔に対応するとのことである。ｎチャネルトランジス
タと組み合わせた論理回路も報告されたが、ｎチ
ャネルトランジスタ自体の特性は示されていなか
ったとのことであり、今後の発表が期待される。 
次の目標は相補型インバータや、リングオッシ
レータの作成であろうが、現状の加工技術とデバ
イス構造では、特に後者は困難な点が多く、設計
変更が必要であろう。また、最大の課題である電
極とナノチューブのコンタクト抵抗の低減について
は、現在のシリコンデバイス程度を目標にさらに
開発が必要と考える。 
この発表は、日本では日経、朝日新聞で、米国
でも New York Times で報道されており、社会的
な関心が高いことが窺える。 
 
（２）躍進する欧州の光通信研究開発 
～OFC2001の発表より～ 
世界最大の光通信学会である OFC2001 が、３
月に米国アナハイム市で開催された。 
光波長多重通信システムの伝送容量に関して
は、NEC、アルカテル（仏）がそれぞれ 10.92Tbps
×117km、10.2Tbps×100km のシステム開発につ
いて報告した。NECのシステムが C、L、Sバンド② 
 
という３つの波長帯域を使用したのに比べ、アル
カテルは新信号処理方式を用いて従来のC、Lバ
ンドでほぼ同容量を実現した点が注目される。無
中継伝送距離では、アルカテルが発表した 3Tbps
×7380km のシステムが最長であった。これが実
現すれば、大西洋間（約7200km）の横断が可能と
なり、システムの信頼性が大幅に向上する。なお、
現在、製品化されている中で世界最大級の伝送
容量及び無中継伝送距離を実現したのはＣ、Ｌバ
ンドの２つの波長帯域を使用したノーテル（加）の
4.16Tbps×1200kmのシステムである。 
光増幅器では、NTT、アルカテルが高光変換
効率（40%以上）のツリウム光増幅器③の開発に成
功し、実用化が近いことを示した。光スイッチ④に
関しては、ルーセントテクノロジー（米）が MEMS
技術を用いて最大 2.07Pbps の信号を処理できる
装置の開発を報告した。これ以外の光スイッチ関
連の発表・展示も注目を集めていた。 
今回の発表で特筆すべき点は、日本に比べ遅
れていると思われていた欧州の研究開発レベル
がほぼ同等のレベルまで達していることである。ま
た基調講演では、ベンチャー･キャピタリスト Vab 
Goel 氏が、今後の光通信技術の発展には、IP に
よる基幹系光ネットワークと末端系の統一が必要
との見解を示した。 
----------------------------------------- 
用語説明 
①カーボンナノチューブ 
炭素原子一層のシートが、直径１～数 nmのチューブ状
になった物質。末端の開閉、チューブの入れ子構造等に
よって形状、性質が異なる。ナノデバイスでは、発熱の少
ないトランジスタとして、また導電性、熱伝導率、力学強度
が高く、平面ディスプレイのカソード、FRP 補強材、さらに
水素吸蔵体等の材料として注目されている。 
 
②C、 L、Sバンド 
光ファイバーで長距離通信が可能な低分散・低吸収の
波長領域。これまで光増幅器の限界から C, Lバンドが使
用されていた。 
 
③ツリウム光増幅器 
ツリウム（Tm）は原子番号 69 の希土類元素。ツリウム
を添加したファイバー型光増幅器は、従来のエルビウム
添加ファイバー型光増幅器が使えない波長帯域（Ｓバン
ド）を増幅でき、伝送容量を最大２倍まで増加できる。 
 
④光スイッチ 
ネットワーク間の相互接続を光信号のまま行う装置。
現在は光信号を電気信号に変換して接続しており、この
部分での速度限界が通信速度の限界を決める要因の一
つといわれる。 
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1.3 環境分野 
 
（１）米国が京都議定書に反対を表明 
３月末、米国ブッシュ政権は、経済の減速が懸
念されるなか米国の経済的国益と相容れないとし
て、京都議定書に反対であることを表明した。世
界の二酸化炭素の約４分の１を排出する米国政
府のこの表明は、京都議定書の発行に大きな障
害をもたらすものとして、各国から大きな失望と反
発を持って迎えられている。わが国では、環境大
臣が米国に対して京都議定書支持に回帰するよ
う希望する談話を発表し、首相も同趣旨の親書を
送った。欧州各国も温暖化対策が後退することに
対して、強い懸念を表している。 
この京都議定書とは、国際社会が過去 10 年か
けて築きあげてきた温暖化対策の処方箋である。
1992 年の地球サミットで気候変動枠組み条約が
締結された。94 年に同条約が発効し、95 年には
第１回条約締約国会議（COP1）が開かれた。そし
て、９７年の京都会議（COP3）で京都議定書が締
結された。長い継続的な国際交渉の中で、国際
的な温暖化対策の意志が固められ、対策の必要
性と各国の国情とのすり合わせが進められてきた
ものである。 
今回の米国の態度について、複数の専門調査
員から意見が寄せられた。茨城大学三村信男氏
は、環境対策の先頭に立つべき最大の排出国が
反対するのは極めて残念なことであるとし、今後
米国がどのような方針を提案するのか不透明であ
り、国際交渉は一層複雑化する可能性があるもの
の、温暖化対策を国際協調の下で進めるという基
本的方向は継続されるものと考えている。さらに、
京都議定書には、自国の温室効果気体削減とと
もに、排出量取引、共同実施（先進国間）、クリー
ン開発メカニズム（先進国と途上国間）といった
種々の柔軟な対策が盛り込まれているが、どのよ
うな制度であれば、こうした先進国間および先進
国と途上国間での協調が可能なのか、その枠組
みと実施方法、成果の公平な評価手法などが今
後の新しい研究課題となるとしている。 
一方、三重大学人文学部朴恵淑氏は、ブッシ
ュ政権が環境問題における世界のリーダーシップ
を放棄し、結果的に米国は大量生産、大量消費
から抜け出せないということを表明したと捉えた。
更に、今年７月にボンで開催される COP6 の再開
会合の成功に向けて、日本政府が COP3 の議長
国として京都議定書を発効させるべく、真の調整 
 
役を務めることを求めている。 
なお、この件に関連しては、エネルギー分野に
エネルギーの視点から捉えた「京都議定書からの
米国離脱の背景」を掲載している。 
 
（２）廃棄物焼却の技術開発推進における課題 
環境省が発表した「廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行規則（昭和 46 年厚生省令第 35
号）の一部改正」（施行期日：平成 13 年 12 月 1
日）では、従来規制が緩かった小型焼却炉にも、
ダイオキシン類①排出の低減を目指した本格的な
規制がかけられた点が注目される。今後は、廃棄
物の焼却処理には焼却炉の規模に関係なく高価
な設備を設置する必要がある。 
現在、先端的研究として進められている発電可
能なガス化処理炉の価格は、毎日１トン処理する
ために年間約 5000 万円程度要すると試算されて
いる。一方、これと直接比較しうるものではないが、
容器リサイクル法に基づき廃棄物処理に要する費
用は、自治体と事業者負担分を合わせると１㎏当
り約 20円であり、１年・トン当たり約 6000万円に達
する。このコストの比較からは焼却処理に優位性
がある。このような廃棄物のリサイクル、処理･処分
の技術開発においては、各種のコストを全体とし
て評価することが重要であり、この意味で発電可
能なガス化処理炉の研究開発も推進する意味を
持つものと考える。 
焼却処理設備の設置推進を求めた制度の下で
処理技術の研究開発を促すためには、首尾一貫
した推進政策が求められよう。 
（東京工業大学総合理工学研究科 
吉川邦夫氏の報告より） 
----------------------------------------- 
用語説明 
①ダイオキシン 
ポリ塩化ジベンゾ−パラ−ジオキシン（ＰＣＤＤ）とポリ塩
化ジベンゾフラン（ＰＣＤＦ）をダイオキシン類、コプラナー
ポリ塩化ビフェニル（コプラナーＰＣＢ）のようなダイオキシ
ン類と同様の毒性を示す物質をダイオキシン類似化合物
と呼ぶ。ダイオキシン類の現在の主な発生源は、ごみ焼
却による燃焼で、その他、たばこの煙、自動車排出ガス
等の様々な発生源がある。動物実験では、甲状腺機能、
生殖器官への影響、免疫機能低下を引き起こすことが報
告されているが、人に対しても同じような影響があるのか
は不明。 
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1.4 ナノテク･材料分野 
 
（１）リチウムイオン電池の大容量化を可能にする
新規の有機硫黄ポリマー 
リチウムイオン電池は大容量電池として様々な
情報機器に使用されているが、エネルギー密度
は理論的な限界に近づいている。一方で、より大
容量の電池に対するニーズも大きく、対応する技
術開発が求められている。この限界を打ち破るも
のとして有機硫黄化合物の硫黄-硫黄間結合の
形成と開裂を充放電反応に利用した電池が提案
されたが、反応速度が小さい等の問題点があるた
め、実用化には至っていない。 
今回、ジチアゾリウム環①を骨格に持つポリマ
ーが合成され、これを正極活物質とするリチウム
電池では 452mAh/g の高いエネルギー密度を示
すことが、北陸先端大三谷教授のグループから電
子情報通信学会で報告された。このエネルギー
密度は通常のリチウムイオン電池に用いられる活
物質の約 3 倍に相当する。また、隣り合った硫黄
どうしが反応するために反応速度が大きく、充放
電を繰り返してもスムーズな反応が期待できるとの
ことである。 
過去 10 年間、リチウムイオン電池は日本が唯
一の生産国であったが、最近では韓国や台湾の
メーカーも生産を開始している。ここで報告したよ
うな新たな高機能電池の開発はエレクトロニクス
分野における競争優位性を確保する上で重要で
あると考えられる。 
 
（２）ナノチューブを使った電界放射型ディスプレイ
（韓国 Samsung発表） 
先ごろ、オーストリアの Kirchberg で開催され
た「ナノチューブ、フラーレンの冬の学校」（国際
学会）において、韓国 Samsung の J. M. Kim が 
ナノチューブを用いたディスプレイに関して VGA② 
ながら 11.5 インチの 3 色のディスプレイの試作
に成功したと発表した。今後は、実用上の問題と
して、ナノチューブをいかにして量産するかという
点に開発の主力が移るであろう。 
わが国においても、これらの取り組みを加速さ
せ、電界放射型ディスプレイ(FED)の研究開発に
おいて、世界の競争に遅れを取らないことが強く
望まれる。 
なお、このタイプの FEDに関しては、3月 28日
の日本物理学会年会のシンポジウムにおいて、 
 
やはり Samsung から 15 インチフルカラー型の発
表とデモンストレーションがあった。 
 
（３）超伝導の最新研究動向 
二ホウ化マグネシウム(MgB2)の超伝導発見以
来、マスコミにも超伝導関連の話題が毎日のよう
に取り上げられている。話題の中心であるMgB2に
関しては青山学院大学の秋光グループの発表
（2001年 3月 1日）直後から、数多くの論文がプレ
プリントサーバー③に登録されていた。 
3 月中旬に開かれた米国物理学会(APS)や同
下旬の日本物理学会(JPS)での発表もこれらのプ
レプリントの内容を確認・訂正するような場になっ
ていた。APS では、 MgB2 のマグネシウム(Mg)や
ホウ素(B)を他元素に置換して転移温度(Tc)が上
昇したという報告は、その後の追試によって否定
された。MgB2系では置換しない物質が最高の Tc
をもつのではとの指摘がある。また B の同位体を
使ったMgB2では Tcが約 1ケルビン上昇すること
が報告され、超伝導の発現機構はまだ定かでは
ないにしろ、MgB2 の超伝導は電子-格子相互作
用④が介在していることが示された。応用研究の
分野では、英国科学誌 Nature にもすでに報告さ
れているように、MgB2 線材は優れた磁場-電流特
性を持つとの発表があり、実用化へ向けた研究開
発に一層弾みがつくだろう。 
クロアチアのグループが数年前から報告してい
る炭酸鉛-酸化銀の室温超伝導は、他研究機関
の追試では確認できないことが APSで報告された。
続く JPSでも超伝導に関するインフォーマルミーテ
ィングが開かれたものの、室温超伝導に関する発
表はなかった。ただし、島根大学、物質・材料研
究機構、超電導工学研究所、東京大学などが追
試中あるいは追試計画中との情報があった。 
超伝導の物質探索に関しては、今後、(1)軽い
元素(高いデバイ温度)、(2)低次元(状態密度の発
散)、(3)金属化合物(応用上重要) などがキーワー
ドになって進むと考えられる。こうした方向に沿っ
て、今後、新しい材料探索に向けた、さらなる研
究がなされるであろう。 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①ジチアゾリウム環 
硫黄原子 2個、窒素原子 1個、炭素原子 2個からなる
5員環のカチオンのこと。 
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②VGA（Video Graphic Array）  
パソコン用ディスプレイの解像度を示す。IBM が開発し
たグラフィックスのアーキテクチャー。640x480 ドット（16
色）あるいは 320x200 ドット（256 色）。現在では SVGA
（ 800x600 ド ッ ト ） 、 XGA （ 1024x768 ド ッ ト ） 、
SuperXGA(1289x1024ドット)、UltraXGA（1600x1200ドット）
などがある。 
 
③プレプリントサーバー 
通常、研究論文は投稿・審査・受理・印刷発送の手順
であつかわれ、受理前に公開されることは少ない。ところ
が、最近は審査・受理前の論文をインターネット上で公開
することが増加し、研究に先鞭をつけたい研究者は積極
的に論文をあるサーバー（インターネット接続された特定
のサービスを提供するコンピュータ）に登録・保存してい
る。 
 
④電子-格子相互作用 
金属は結晶格子中を伝導電子がある程度自由に飛び
まわっているが、この電子と結晶格子を形成するイオン間
の電気的な相互作用のこと。金属超伝導で典型的なBCS
型はこの相互作用を媒介として出現する。 
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1.5 エネルギー分野 
 
（１）京都議定書からの米国離脱の背景 
米国の地球温暖化防止京都議定書からの脱
退の意向表明について、3 月 5～8 日に米国のフ
ロリダ州クリアウォーター市で開催された 26th 
International Technical Conference on Coal 
Utilization & Fuel Systems（主催者は、米国機械
学会、米国エネルギー省、石炭技術協会）に出席
し、エネルギー省関係者から得た情報を基に、決
定の背景について次のように報告する。 
米国では、現在、全発電出力に占める石炭火
力の割合が 50%を越えているものの、（１）低価格
の石油や天然ガスの利用、（２）石炭火力の高い
設備費、（３）電力市場の自由化を受けた電力会
社の天然ガス発電所建設等の理由から、石炭火
力はどちらかというと敬遠され気味であった。 
ところが、米国では最近数ヶ月の間に天然ガス
の価格が３倍に高騰し、天然ガスは極めて価格変
動の大きい燃料と見なされるようになった。このた
め燃料価格が安定している石炭火力を見直す動
きが急速に高まっている。ところが、二酸化炭素
排出抑制のために炭素税のようなものが課される
事態になると、石炭火力の経済性が一気に悪化
し、米国のエネルギー安全保障上、ゆゆしき問題
が生ずることになる。発電部門は二酸化炭素排出
抑制の対象外にするという３月半ばにあった発表
と今回の京都議定書からの脱退声明は、正に天
然ガス価格の高騰という事態を受けてのことと理
解できる。 
石炭利用の制限は、米国の国家安全保障上、
許容できない方策であることを、ブッシュ新政権は
明確に意志表明したと考えられる。その一方で、
エネルギー省では、化石燃料の抜本的な利用効
率改善をめざす Vision21 と呼ばれる 15 年という
長期におよぶ研究開発計画を始動させた。国際
的には二酸化炭素排出抑制にブレーキをかける
ポーズを見せながら、それと並行して、莫大な国
費を投じて、着実に化石燃料の利用効率改善に
向けての研究開発を進める米国のしたたかさには
改めて驚かされる。 
（東京工業大学総合理工学研究科  
吉川邦夫氏の報告より） 
 
 
 
 
（２）風力発電の研究動向 
自然エネルギーの利用は、変動するパワーを
如何に高効率に集め、安定に供給するかにかか
っている。我が国の風力発電では、風力発電の
接続された6ｋＶ電力系統の電圧を不安定にする
問題点があり、さらに、発生電力が数万ｋＷと大き
くなると北海道電力のように電源周波数の擾乱原
因になるとして買い取りを拒否するなどの動きも出
てきている。こうした状況は、新エネルギーとして
普及が進められている風力発電の活用に水を差
すことになる。風力発電が系統電力として活用し
にくい根本的原因は、日本の気象、地形の複雑さ
ゆえに風力に脈動が多いことによる。 
電気学会での風力・水力セッションにおいて、
風の最大エネルギーを捉えるために風速に合わ
せて回転翼のスピードを変えるという三重大学伊
藤和登氏の研究発表があった。これは、最大電力
追従運転で効率は上昇するが、電力系統にとっ
てさらに大きな変動要因になる可能性が高い。２
次電池を並列に置く方法も提案されたが、２次電
池には寿命が短いという解決すべき課題がある。 
このセッションの討論で、東工大中村浩和氏ら
は、２次電池をフライホイールに置き換えることに
より、エネルギーの高速充放電を可能にしたうえ
で、積極的にフライホイールのエネルギーを活用
して回転翼のスピード制御を行い、効率よく風力
エネルギーを電気エネルギーに変換するという
「風力ポンプアップ運転」を新たに提案した。この
新方法では、平均風速6.2ｍ、乱れ度0.15の条件
で、従来方式での風力発電に比べ３倍の安定し
た電力供給が可能となることがシミュレーション結
果として示された。特に、脈動する弱い風での発
電に有効であるとしている。 
風力の脈動は風力発電普及に対する大きな障
害となってきているが、その障害を乗り越えるこの
ようなブレイク・スルー的研究については、実用化
実証試験に向けて官民挙げた研究推進への早
急な取り組みが待たれる。 
（東京工業大学創造エネルギー専攻 
 嶋田隆一氏の報告より） 
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1.6 製造技術分野 
 
（１）ポストメタロセン触媒の開発 
化学製品の重要な原料となるポリエチレン、ポリ
プロピレンなどはエチレン、プロピレンの重合によ
り製造される。三井化学（株）はエチレンなどのオ
レフィン①に対して極めて高い重合活性を示す触
媒を見出した。3 月 27～28 日に関西大学で開催
された触媒学会主催の「触媒討論会」において、
同社から開発の経緯が発表された。 
同社は、ポストメタロセン触媒（次世代オレフィ
ン重合触媒）研究の目標を「高活性オレフィン重
合触媒の発見」に絞り、「配位子を主役とする触媒
設計」をベースに研究を進めることによってフェノ
キシイミンを基本活性配位子とする新しい触媒系
を見出した。フェノキシイミンを基本活性配位子と
する Zr錯体触媒はエチレン重合活性が極めて高
く、触媒１ミリモル･１時間当り 6552kg のポリエチレ
ンを製造するという反応成績を示した。ちなみにこ
の場合の触媒回転効率（TOF）は１秒当り約
65000に対応し、従来種々の触媒で報告されてい
た TOF の数値を凌駕している。現状では世界一
の触媒活性と考えられる。 
また、この触媒は配位子や助触媒を選択するこ
とで、従来のオレフィン重合触媒では得ることが難
しかった超低分子量ポリマー、超高分子量ポリマ
ー、特異構造ポリマーが高活性で合成できる。 
これまで、ポストメタセロン触媒の登場が待たれ
ていた。本触媒は、こうした一つと考えられ、ポリ
オレフィン製造に大きな進展をもたらすものと期待
される。 
 
（２）α-置換アミノ酸の実用的不斉合成 
京都大学大学院理学研究科丸岡教授は、
2001年 2月 7日有機合成化学協会主催 2月セミ
ナーにおいて、ビナフチル環を有するスピロ型②
光学活性相間移動触媒③を新たにデザインしたと
発表した。 
この新規キラル触媒はグリシン誘導体の触媒的
不斉アルキル化、および不斉ジアルキル化にお
いて高い触媒活性、高いエナンチオ選択性④を発
現することが認められ、わずか１モル％の光学活
性相間移動触媒を用いることによって、各種の天
然型および非天然型α-アルキルアミノ酸のみな
らず、α,α-ジアルキルアミノ酸の実用的不斉合
成プロセスを確立できた。 
従来は金属を含んだ錯体触媒を用いて不斉合 
 
成をするのが常道であったが、本研究は金属を使 
わない不斉４級アンモニウム塩触媒で不斉合成
反応を行うというユニークでかつ実用性に富んだ
プロセスである。 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①オレフィン 
二重結合一つをもつ脂肪族鎖式不飽和炭化水素の一
般名。簡単な構造をもつものとしてはエチレンやプロピレ
ンなどがある。 
 
②スピロ化合物 
1個の原子が同時に 2個の環の構成原子になっている
ような構造の化合物。 
 
③相間移動触媒 
有機層と水層の２相間を移動しながら触媒作用をする
物質であり、4 級アンモニウム塩、4 級ホスホニウム塩等
がある。 
 
④エナンチオ選択性 
光学対掌体の一方を選択的に合成する性質。 
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1.7 社会基盤分野 
 
（１）米国カリフォルニア州の信号 LED化 
深刻な電力危機、40%もの電気代上昇に見舞
われている米国カリフォルニア州（特に San 
Francisco Bay Area）では、信号機の LED化によ
る省電力化が急ピッチで進められている。カリフォ
ルニア州にはおよそ 400 万台の信号機があり、そ
の全てを交換すると1年間に9500万ドルが節約さ
れるといわれている。 
最も一般的な 12 インチのストップライト（赤）は、
電球では 150W を消費するが LED では 6～20W
にすぎない。黄色と緑色のランプも LEDに交換す
れば電力消費は 90%程度が削減される。 
1 個$1～$2 の電球と比較すると、赤色 LED で
$50～$75、黄色 LED で$60～$90、緑色 LED で
$160 でありまだまだ高価ではあるが、省電力によ
るコスト削減効果と、およそ 8000時間（約 1年）の
寿命である電球の交換に関わる危険を伴う作業
者の労働コスト削減を考えると（LEDは 10年以上
の寿命を持つ）、その効果ははるかに大きいもの
がある。 
高輝度 LED 技術はほとんどが日本で生まれた
技術であるが、積極的な信号機の LED 化政策に
よる大量需要を背景に米国や台湾メーカーの躍
進が著しい。省電力推進、日本 LED メーカーのト
ップポジション維持という観点からも、国内信号機
の早期 LED化が望ましいと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.8 フロンティア分野 
 
（１）次世代海洋探査機開発の技術課題 
海洋探査、調査のためのロボット技術として、無
人探査機と無人海洋ステーションがある。前者は
能動的に調査や作業を行い、後者は定点におい
て長期的にデータを収集するものである。このうち
以下に、次世代の無人探査機の開発における課
題について概論する。 
無人探査機では、現在、母船とケーブルで繋
がった ROV（Remotely Operated Vehicle 有索無
人海中探査機）が、海洋探査の基礎調査と応用
の両面で広く利用されている。しかし、電力用と通
信用のケーブルで母船と繋がっており、それほど
遠くには離れられないため、観測や探索の範囲が
制約されるという問題がある。 
そこで、ケーブルを必要とせず、航路と作業計
画を出発前にインプットして、作業終了後は母船、
基地まで自力で帰還する AUV（Autonomous 
Underwater Vihicle 自律自航型水中移動探査
機）が、次世代の海洋探査機として開発されてお
り、既に、浅海での特定の目的の作業に限っては、
我が国や米国で実用化されている。 
今後、深海において汎用的な活動を行える
AUV が実用化されるためには、クリアすべき大き
な課題として、そのエネルギー源の確保と、通信
手段の確立がある。探査機の動力源には蓄電池
が使われているが、AUV は大きな動力（最大はプ
ロペラ回転）を要し、このために潜行時間に制約
がある。高性能、確実、しかも安価な動力源が開
発されれば、海洋観測はさらに大きく発展する。こ
のための解決手段として燃料電池への期待が高
く、さらなる技術開発が待たれるところである。 
第二の課題である通信手段としては、水中音響
通信を利用したいところである。しかし、海中では
音波は鉛直方向には比較的よく伝播するが、水
平方向には中間での海水温変化のために、極め
て伝わりにくい。これは非常に大きなネックであり、
今後の技術開発課題としては、むしろ動力源より
も大きなものとなろう。 
 
 
 
